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「公表単位」
財務諸表の内容が「法人」単位か「事業所」単位であるかを選択します。
※事業所単位での資料作成が困難な場合は法人単位のもので結構です。

※当該項目は直近（法人で規定した会計年度の時期で昨年度）の年度会計の資料を添付します。
月ごとの会計資料ではありません。

「会計の種類」
以下が会計の種類となります。該当するものを入力してください。

・非営利会計 ・企業会計 ・医療会計および病院会計
非営利会計 → 公益法人、学校法人、社会福祉法人など
企業会計 → 株式会社、合資会社、有限会社など営利団体
医療法人会計および病院会計 → 医療法人、病院、診療所など

「タイトル」 各資料に記載されている資料名を入力します。

「資金収支計算書（キャッシュフロー計算書」
会計基準において作成が求められていない場合、添付は不要です。
※厚生労働省発出「介護保険最新情報VoL.1333」参照

「ファイルを選択」

PDFファイルをアップロードします。このボタンでデスクトップなどに用意した会計資
料のPDFを選択し「開く」で資料を添付します。会計ソフトから排出されたCSVデータ
をアップロードする場合は、そのソフトメーカーにお問い合わせください。

このボタンの押下で登録し添付を完了させます。
※この段階で「提出」にはなりません。

※添付いただいた書類については、すべて公表されるものになります。ご留意の上資料を作成してい
ただきますようお願いいたします。

※当該財務諸表の項目を含む手順２運営情報は提出後および公表後には修正できなくなります。
十分ご確認の上ご提出をお願いいたします。

【お知らせ】
今年度より調査票の手順２「運営情報」に「経営情報の見える化のために講じて
いる措置」が追加になりました。
以下をご参照頂き調査票への財務諸表などの添付をお願いします。



なしあり

【財務諸表、計算書などの調査票添付のフローチャート】

※「介護サービス事業者の経営情報データベース」については別制度になります。
自治体から別途、通知がまいります。お待ち下さい。

※参照資料（厚生労働省）介護保険最新情報Vol.1322 抜粋

Ⅲ 介護サービス情報の公表制度の実施方法等
２ 介護サービスの具体的内容
（３）報告の内容

②事業所等の財務状況が分かる書類の報告
事業所等の財務状況が分かる書類（財務諸表又は計算書類等）は、直近の事業年度を終えた時点で作成したもの
とする。原則として財務諸表（事業活動計算書（損益計算書）、貸借対照表（バランスシート）及び資金収支計
算書（キャッシュフロー計算書））を報告するものとするが、会計基準上求められていない等の事情がある場合、
資産、負債及び収支の内容がわかる簡易な計算書類でも差し支えないものとする。また、報告は介護サービス事
業所・施設単位で行うこととするが、事業所・施設単位で会計処理を行っていない場合等、やむを得ない場合に
ついては、法人単位で公表することとして差し支えないものとする。

昨年度の財務諸表の用意

法人または事業所の財務担当、税理士などへ
ご確認ください。

財務諸表のPDFデータ化

財務諸表の上記の提供元へご依頼ください。

PDFデータの調査票への添付

公表センターへお問い合わせください。
※財務諸表の内容や作成およびPDF化に関する

ご質問にはお答えいたしかねます。

なしあり

PDF添付の方法
がわからない

添付できた

このボタンを押下し添付を完了させます。
※この段階で「提出」にはなりません。調査票全体の記入状態の確認の後、「提出」をお願いします。
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